
資料１－２

Ａ　農業、林業 0 ( 0.0% )

Ｂ　漁業 0 ( 0.0% )

Ｃ　鉱業、採石業、砂
利採取業

0 ( 0.0% )

Ｄ　建設業 2 ( 2.1% )

Ｅ　製造業 17 ( 17.5% )

Ｆ　電気・ガス・熱供
給・水道業

0 ( 0.0% )

Ｇ　情報通信業 16 ( 16.5% )

Ｈ　運輸業、郵便業 1 ( 1.0% )

Ｉ　卸売業、小売業 9 ( 9.3% )

Ｊ　金融業、保険業 7 ( 7.2% )

Ｋ　不動産業、物品
賃貸業

3 ( 3.1% )

Ｌ　学術研究、専門・
技術サービス業

4 ( 4.1% )

Ｍ　宿泊業、飲食
サービス業

1 ( 1.0% )

Ｎ　生活関連サービ
ス業、娯楽業

0 ( 0.0% )

Ｏ　教育、学習支援
業

0 ( 0.0% )

Ｐ　医療、福祉 24 ( 24.7% )

Ｑ　複合サービス事
業

0 ( 0.0% )

Ｒ　サービス業（他に
分類されないもの）

2 ( 2.1% )

Ｓ　公務（他に分類さ
れるものを除く）

2 ( 2.1% )

Ｔ　分類不能の産業 0 ( 0.0% )

Ｕ　不明 9 ( 9.3% )

合計 6 ( 6% ) 5 ( 5.2% ) 12 ( 12.4% ) 13 ( 13.4% ) 7 ( 7.2% ) 54 ( 55.7% ) 97 ( 100.0% )
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就職先の
産業分類項目 1～99人

東京障害者職業能力開発校における就職先の産業分類と企業規模について

300～999人

単位：人

1

合計

1

2

不明

就職先の企業規模（従業員数）

2

6

3 18

3

1

2

3

2

1

※１　平成26年度における東京障害者職業能力開発校の入校生の就職状況を平成28年６月２日現在で同校調べにより
　　まとめたもの（産業分類の整理は、厚生労働省職業能力開発局能力開発課で実施）。
※２　括弧内は、割合

1

3



資料１－２

Ａ　農業、林業 1 ( 1.1% )

Ｂ　漁業 0 ( 0.0% )

Ｃ　鉱業、採石業、砂
利採取業

0 ( 0.0% )

Ｄ　建設業 6 ( 6.9% )

Ｅ　製造業 15 ( 17.2% )

Ｆ　電気・ガス・熱供
給・水道業

5 ( 5.7% )

Ｇ　情報通信業 9 ( 10.3% )

Ｈ　運輸業、郵便業 1 ( 1.1% )

Ｉ　卸売業、小売業 10 ( 11.5% )

Ｊ　金融業、保険業 6 ( 6.9% )

Ｋ　不動産業、物品
賃貸業

1 ( 1.1% )

Ｌ　学術研究、専門・
技術サービス業

3 ( 3.4% )

Ｍ　宿泊業、飲食
サービス業

1 ( 1.1% )

Ｎ　生活関連サービ
ス業、娯楽業

1 ( 1.1% )

Ｏ　教育、学習支援
業

1 ( 1.1% )

Ｐ　医療、福祉 18 ( 20.7% )

Ｑ　複合サービス事
業

0 ( 0.0% )

Ｒ　サービス業（他に
分類されないもの）

5 ( 5.7% )

Ｓ　公務（他に分類さ
れるものを除く）

4 ( 4.6% )

Ｔ　分類不能の産業 0 ( 0.0% )

合計 28 ( 32.2% ) 21 ( 24.1% ) 13 ( 14.9% ) 10 ( 11.5% ) 15 ( 17.2% ) 87 ( 100.0% )

合計

※１　平成26年度における大阪障害者職業能力開発校の入校生の就職状況を平成28年６月３日現在で同校調べにより
　　まとめたもの（産業分類の整理は、厚生労働省職業能力開発局能力開発課で実施）。
※２　括弧内は、割合
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大阪障害者職業能力開発校における就職先の産業分類と企業規模について

300～999人
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就職先の
産業分類項目 1～99人

単位：人

2

1000～4999人

就職先の企業規模（従業員数）

5000人以上

1

1

1

1

2
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100～299人

2
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